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編 集 方 針  
 

このレポートはコスモ石油グループのさまざまな企業活動

をわかりやすくお伝えすることを目的とし、制作に際して

は「経済」「環境」「社会」のトリプルボトムラインに沿って編

集をしました。 

 

掲載項目に関してはGRI（Global Reporting Initiative）の「GRI 

サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン 2002」

を参考にしています。 

環境会計の集計に関しては環境省の「環境会計ガイドライ

ン（2005年版）」を参考にしています。 

 

本冊子の内容は、より詳しい情報とともに、ホームページで

もご覧いただけます。 

・本文中に掲載してあるURLのうち、http://www.cosmo-

oil.co.jp/sustainable/からURLが始まるWEBページに関

しましては、2007年１月末より公開を予定しています。 

・環境関連データ（環境会計など）および事業所別パフォー

マンスデータはWEBでご覧いただけます。 

報 告 範 囲  
 

このレポートは、コスモ石油グループの2005年度（2005

年4月1日～2006年3月31日）の「経済」「環境」「社会」活動

を報告するものです。ただし、事例などに関しては、一部

2006年度の内容も含んでいます。 

コスモ石油グループの全体像はP7-8をご覧ください。 

 

そ の 他 の 発 行 物  
 

コスモ石油グループでは、｢サステナビリティレポート｣の

ほかに、以下の発行物を発行しています。最新版はWEB

ページよりご覧（またはダウンロード）いただけます。冊子

をご希望の際は、コスモ石油コーポレートコミュニケー

ション部広報室（TEL：03‐3798‐3101）までお問い合わ

せください。 

ずっと地球で 
暮らそう。 

ココロも満タンに 

●アニュアルレポート／ファクトブック 
http://www.cosmo-oil.co.jp/ir/annual/index.html
●株主通信《C's MAIL（シーズ・メイル）》【年４回発行】 
http://www.cosmo-oil.co.jp/ir/mail/index.html
●コスモ・ザ・カード「エコ」活動報告書 
http://www.cosmo-oil.co.jp/kankyo/publish/ecoreport/
index.html
●社会貢献活動レポート 
http://www.cosmo-oil.co.jp/phil/sc_report/index.html
●環境文化誌「TERRE（テール）」 
http://www2.cosmo-oil.co.jp/terre/index.html

●環境関連データ（環境会計など） 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/info/index.html
●事業所別パフォーマンスデータ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/site/index.html

WEB

WEB

WEBはこちら http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/policy.html
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事故、そして一連の
コンプライアンス問題について

2006年4月の千葉製油所で発生しました火災事故

と、その後判明した過去の法令違反などによって、

多くの皆様に大変なご迷惑、ご心配をおかけいたし

ましたことを、心からお詫び申し上げます。

コスモ石油では千葉製油所の火災事故後、ただちに

社外学識経験者および関係機関の方々を含めた｢事故

調査委員会｣を設置し、事故原因の徹底解明を行い、

6月下旬に調査報告書を取りまとめました。

その 2週間後、この事故が発生した同じ装置で、

1995年にも事故が発生したにもかかわらずその届

け出を怠っていたことなどが、内部通報によって明

らかになりました。さらに、その後の調査により、

四日市、堺、坂出の製油所においても、無許可補修

などの法令違反があったことが判明いたしました。

このような重大な事態を引き起こしたことに対し、

経営者、管理者の責任を問うとともに、全社をあげ

て真摯に反省し、さらなる原因の究明と再発防止に

取り組み、信頼の回復に努めてまいります。

今回の不祥事への反省
＝コンプライアンスの徹底と意識改革＝

今回の事故調査委員会がまとめた報告書には、過去

に同じ装置で同様の事故があったことについて触れ

られておりませんでした。一部の関係者はこれを把握

していたにもかかわらず、事実を明らかにすることが

できませんでした。

一連のコンプライアンス違反、そしてその問題を明

らかにできなかった背景には、いくつかの要素が考

えられます。まず、石油を安定して供給する責任も

あり、生産を継続したいとの強い思いや生産現場で

は危険が伴うだけに安全確保のため、ピラミッド型

トップコミットメント

事故、そして一連の不祥事への深い反省の上に、

安全を第一としたエネルギーの安定供給を

継続できる仕組みづくり、意識改革に、間断なく取り組みます。

社会に存続を許される企業であるために。
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の責任体制が徹底されていますが、その一方で横の

連携、ボトムアップによるコミュニケーションに欠

けている面などもありましてコンプライアンスの意

識が薄れてしまっていたのではないかと思います。

石油プラントは危険物である石油を取り扱っており、

その安全確保は自分たちの責任であるという意識を、

私たちは非常に高く持っています。しかし、公共性

が高く、危険も多い事業であるからこそ、法令によって

も厳しく管理され、二重、三重のチェックが働くよ

うになっており、同時に徹底したコンプライアンス

の上に、社会の皆様からの信頼をいただくことが、

事業を行う上で何より大切です。

こういったコンプライアンスの意味を社員一人ひとり

がしっかりと理解し、そしてさまざまな立場の社員

が共有して初めて、信頼回復に向けた第一歩が踏み

出せると考えます。業務フローの見直しや製油所

コンプライアンス委員会の設置といった再発防止に

向けた仕組みの強化を図るとともに、経営者として

率先して、社会の一員である企業が果たすべき役割

とは何か、その土台である社員一人ひとりが果たす

べき役割とは何かを問いかけ、社内の意識改革に尽

力していく所存です。

また、私を含め、製油所長、支店長、部室長などの

トップが率先してコミュニケーションを図り、現場

の声を拾い上げられる風通しの良い企業風土づくり

に取り組んでまいります。

信頼の回復に向けて
＝コスモ石油グループの役割を追求する＝

私たちコスモ石油グループの役割は、個人の生活や

産業を支えるエネルギーを、安全に、安定的に供給

することを通して、経営理念を表すフレーズである

「ココロも満タンに」や「ずっと地球で暮らそう。」に

象徴される価値を、あらゆるステークホルダーの

方々との関係の中で実現していくことです。

社員一人ひとりが携わる業務はさまざまですが、原

油開発から販売にいたる活動はもとより、周辺事業

や、グローバルに持続可能な社会の実現を見据えた

環境への取り組みを含むあらゆる活動の現場で、私

たちの果たす「役割」を認識して業務を遂行してい

くことこそ、コスモ石油が社会から存続を許される

企業であるための証であります。

コスモ石油グループは2005年度からCSR経営の推

進強化を経営計画の柱のひとつに掲げて、安全管理

の再徹底や、コンプライアンス意識の浸透に向けた

取り組みを始めました。また、今年2月には国連グ

ローバルコンパクトに署名し、国際社会の一員とし

てもコスモ石油の企業姿勢をお約束しました。今回

の不祥事はそのような中で判明しました。

ステークホルダーの皆様からの信頼の回復に向けて、

私たちが果たす役割とは何か、社会に提供できる価

値とは何かという初心に戻り、再発防止に全社一丸

で取り組んでまいりたいと思います。

今後、引き続き全容解明に努め、ホームページ上で

迅速に情報開示を行うとともに、取り組みや再発防

止策について、来年度の報告書にて、さらにご報告

させていただきたいと思います。今後ともコスモ石

油グループへの皆様のご指導とご支援を賜りますよ

う、よろしくお願い申し上げます。

コスモ石油株式会社　代表取締役社長

木村 彌一

わたしたちは、

地球と人間と社会の調和と共生を図り、

無限に広がる未来に向けての

持続的発展をめざします。

コスモ石油グループ経営理念

● 地球環境との調和と共生
● エネルギーと社会の調和と共生
● 企業と社会の調和と共生

調和と共生

● 顧客第一の価値創造
● 個の多様な発想による価値創造
● 組織知の発揮による価値創造

未来価値の創造
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2006年4月の事故について
概要

2006年4月16日、コスモ石油千葉製油所にある減

圧軽油脱硫装置と第一水素製造装置付近で爆発、火災

が発生しました。

この事故を受け、「千葉製油所　減圧軽油脱硫装置／

第一水素製造装置　事故調査委員会」（委員長 常務取

締役古薗雅英）を設置し、事故の原因調査を進め、そ

の結果と再発防止策を調査報告書に取りまとめ、

2006年6月20日に経済産業省原子力安全・保安院、

ならびに千葉県に提出いたしました。

事故原因と再発防止策

今回の事故の原因は第一水素製造装置内にある気液分

離槽＊1の胴板に磨耗と腐食により穴が開き、装置の中

を流れている水素が漏洩、滞留し、爆発・火災を引き

起こしたとの結論にいたりました。また、1996年に

気液分離槽を取り替えた際、内部構造を変更したこと

により、流体の流れが変わり局所に流体が当たって、

その部分の減肉が早まったと考えられます（下図参照）。

しかし、このことが内部構造変更当時では予測でき

ず、結果として、局所的な減肉が発見できないまま今

回の事故につながったと結論づけています。

このような原因で事故が発生したことから、内部構造

を再度元に戻し、ノズルの直径を大きくし流速を半減

させるなど、一定箇所に流体がより当たりにくい構造

にした上で、材質も強度の高いものに変更し再発防止

を図ることとしました。

ヘルプラインへの通報と不祥事の判明
2006年7月4日、企業倫理ヘルプラインにコスモ石

油グループの社員からの匿名の書面が届きました。コ

スモ石油が発表した事故原因と再発防止策に疑問を呈

するもので、1995年にも今回と同様の事故が発生し

ていたにもかかわらず、発表内容にはそのことに一切

触れていないということや、同様の事故が起きたにも

かかわらず、以前の構造に戻すという再発防止策に疑

問を感じ、「1995年の事故を故意に隠しているので

はないか？」との疑いを指摘する内容でした。

企業倫理委員会を中心に調査したところ、1995年に

同様の事故が起きており、その当時、行政当局へ報告

していなかったことや事故後に穴が開いた箇所の補修

を無許可で実施していたことがわかりました。

さらに、すでに提出した事故調査報告書の記述内容に

誤りがあった（測定した事実のない肉厚測定データを

正しいものとして記載していた）ため、2006年8月

4日に原子力安全・保安院と千葉県に対して報告し、

陳謝しました。

調査チームによる社内調査の実施と
行政処分について
これを受け、2006年8月8日に原子力安全・保安院

より厳重注意を受けるとともに、以下の点についての

指示がありました。

１.1995年の手続き不備等に関し、原因究明および

再発防止策の策定を行うこと。

２.コスモ石油の全事業所について、1997年4月以

降、高圧ガス保安法に基づく手続きや検査が適正

に実施されているか確認すること。

また、千葉県からも同様の指示が2006年8月10日

にありました。

コスモ石油では、調査チームを編成し、関係者からの

聞き取り調査や社内文書・記録類の調査を行い、結果

を取りまとめ、2006年8月31日に原子力安全・保

安院と千葉県に調査報告書を提出しました。その内容

は次のとおりです。

1995年に発生した千葉製油所第一水素製造装置事故

とその対応に関する調査結果

（１）事故の概要

1995年12月11日千葉製油所第一水素製造装置内にあ

る気液分離槽の胴板に線状の穴が開き、水素を含む流体

2006年4月の千葉製油所事故と一連の不祥事について

＊1 気液分離槽：脱炭酸塔の下流に位置し、脱炭酸塔下流の配管
内へ注入した水を分離する装置。

＊2 バッフルタイプ：胴内に“じゃま板”を設置し、その板に流
体を当て、拡散、流速低下させる構造。

＊3 インナーノズルタイプ：胴内にノズルを設置し拡散、流速低
下させる構造。

内部流体 内部流体 

（更新前） 
バッフルタイプ 

気液分離槽 

（更新後） 
インナーノズルタイプ 

じゃま板 流体を 
噴霧させる 
ノズル 

＊2 ＊3

＊1

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/chiba.htmlWEBはこちら
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が漏洩しましたが、安全停止し、人的・物的被害ともあ

りませんでした。

（２）事故原因

気液分離槽内に進入する流体がバッフルプレート（じゃ

ま板）に当たり、胴板の一部分に集中して衝突したこと

によって、磨耗と腐食が発生し、長さ約7mmの線状の穴

が開き、そこから流体が漏れ出しました。

（３）事故発生時、ならびに事故後の手続き不備

事故発生後、石油コンビナート等災害防止法で定められ

ている関係行政当局への通報を行わず、旧高圧ガス取締

法に基づく事故届も提出しませんでした。また、事故翌

日に、千葉県の許可を得ずに開口部の補修（応急補修）を

行いました。

（４）手続き不備の原因

石油コンビナート等災害防止法で定められた異常現象の

通報を行うと、原因や対策の説明、その後の補修等に時

間を要し、装置の停止期間が長期化してしまうと考え通

報を行いませんでした。また、安全性の確保を前提とし

ながらも、早期に復旧のため、工期最短化を優先した応

急補修方法を選択し、許可を受けないまま工事を実施し

てしまいました。

（５）1996年の設備取り替え時に作成された虚偽データ

気液分離槽を1996年に取り替えた際、その理由を「経年

減肉」と変更許可申請書類に記載していたため、これを根

拠づける必要があるとの意識により、測定実績のない定点

の肉厚測定データが作成されたとの結論にいたりました。

1997年4月以降の高圧ガス保安法に基づく手続きや

検査に関する調査結果と行政処分

高圧ガス保安法に基づく手続きを行わず、無許可で工事を

行った事例が2006年8月31日までの調査で7件あることが

わかりました。

調査報告書を提出した翌日の2006年9月1日、原子力安全・

保安院よりコスモ石油への処分方針が打ち出され、2006年9

月19日に処分が決定しました。

○千葉製油所：完成検査に係る認定ならびに保安検査に係る認

定の取り消し

○四日市製油所・堺製油所・坂出製油所：完成検査に係る認定

の取り消し

その他法令違反の判明と社内処分について
また、その後の調査で、労働安全衛生法や消防法等の

他法令の違反事例も発見され、最終的な無許可工事に

該当する事例は全製油所で事案件数にして36件、延

べ47件にのぼり、うち13件が漏洩等の事故であっ

たことがわかりました。

こうした一連の調査結果を踏まえ、2006年4月の千

葉製油所事故に関する調査報告書の内容について、次

の修正を行った上、2006年10月3日に再提出いた

しました。

2006年4月の事故調査報告書に関する主な修正点

（１）1995年の事故に関する調査結果の記載の追加

（２）2006年6月20日以前の事故調査委員会で委員長を除

くすべての委員が1995年の事故の認識がありながら

言及しなかったことの記載の追加

（３）測定実績のない定点の肉厚測定データの削除

また、一連の不祥事を受け、コスモ石油としての処分を

同じく2006年10月3日に決定し、公表しました。

主な社内処分の内容

○報酬の一部の自主的返上

岡部敬一郎　代表取締役会長（月額報酬の50％・3ヵ月）

木村彌一　　代表取締役社長（月額報酬の50％・3ヵ月）

○減俸処分

古薗雅英　常務取締役

（月額報酬の50％・3ヵ月）

澤田正敏　常務執行役員　技術部長

（月額報酬の30％・3ヵ月）

寿賀清三　常務執行役員　四日市製油所長

（月額報酬の30％・3ヵ月）

矢嶋隆司　執行役員　千葉製油所長

（月額報酬の30％・3ヵ月）

丸川元　　執行役員　堺製油所長

（月額報酬の30％・3ヵ月）

松村秀登　執行役員　坂出製油所長

（月額報酬の30％・3ヵ月）

再発防止に向けて
コスモ石油では今回の事故および一連の不祥事を重く

受け止め、再発防止と信頼の回復に向けて、企業倫理

のさらなる徹底に向けた意識改革と、保安体制・コン

プライアンス体制の再構築とを柱に、必要な措置を速

やかに実施してまいります。なお、これまでに次の対

応を開始、あるいは実行を決定しております。（詳細

は本報告書の13、14頁をご参照ください。）

○企業倫理推進活動の強化 ⇒ P.13

○けん制・モニタリング機能の強化 ⇒ P.13

○安全管理システムの検証と再構築 ⇒ P.14

今後さらに、社内調査の結果も踏まえて必要な対応を順

次実行し、次回の報告書にてご報告させていただきます。

この特集は、2006年10月3日現在の情報を基に記述しております。
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表 中 の  
マークの 
読 み 方  

◎アブダビ石油（株） 
◎カタール石油開発（株） 
■合同石油開発（株） 

その他　◎2社 
　　　　□1社 

石油事業の流れと企業グループの状況 

コスモ石油は、主に中東の国々
から原油を輸入しています。
複数の国からの分散購入や、
グループ会社を通じた原油の
自主開発など、安定供給に努
めています。また中東諸国と
技術供与、人材交流を通じ友
好関係を深めています。 

□日本グローバルタンカー（株） 

万一の海洋事故に備え、ダブ
ルハルタンカーへの切り替え
等の安全対策を講じるとともに、
新日本石油（株）と設立した日
本グローバルタンカー（株）で
の共同運航やタンカーの大型
化により原油輸送の効率化に
も取り組んでいます。 

コスモ石油（株） 

製油所ではエネルギーの効率的利用促進、産業廃棄
物の削減、大気汚染防止、水質汚濁防止など、さまざ
まな取り組みを進めています。また、環境に優しいサ
ルファーフリー燃料（ガソリン、軽油）の生産を開始
しました。 

会 社 概 要（2006年3月31日現在） 

石油精製・製品製造 海上輸送 原油開発 

商 号 コスモ石油株式会社 

本社所在地 〒105-8528 
 東京都港区芝浦一丁目1番1号 

電 話 （03）3798-3211 

発足年月日 1986年（昭和61年）4月1日 

資 本 金 623億6,681万6,126円 

事 業 内 容 石油精製・販売 

従 業 員 数 1,718名 

沿 革  

 

 

 
特 約 店 数 303店／サービスステーション数　4,552 

支 店  札幌（販売支店）、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、高松、福岡 

製 油 所  千葉、四日市、堺、坂出 

油 槽 所  38ヵ所（寄託油槽所35ヵ所を含む、休止油槽所は含まず） 

2006年3月31日現在　連結子会社　計30社 

◎… 連結子会社 
●… 非連結子会社で持分法適用会社 
○… 非連結子会社で持分法非適用会社 

■… 関係会社で持分法適用会社 
□… 関係会社で持分法非適用会社 

備蓄 

◎北斗興業（株） 
■東西オイル 
　　ターミナル（株） 
■沖縄石油基地（株） 

□扇島石油基地（株） 

その他　◎2社 
　　　　□4社 

原油・石油製品の輸出入 

◎コスモオイル 
　インターナショナル（株） 
◎英国コスモ石油（株） 

その他　◎1社 

 

1986年4月1日大協石油（株）、丸善石油（株）および
両社の精製子会社である旧コスモ石油（株）の3社が
合併し、コスモ石油（株）を発足。1989年10月1日
アジア石油（株）を合併。 

コスモ石油グループの概要

コスモ石油グループは、原油の自主開発から、石油製品の製造や販売にいたるまで、

上流から下流までをカバーした石油事業を行っています。

また、エネルギーのベストミックスをめざしてエネルギービジネスの推進や新技術開発など、

新たな事業も展開しています。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/cosmo.htmlWEBはこちら
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LPガス 

軽　油 

ガソリン・ 
ナフサ 

重　油 

灯油・ 
ジェット燃料 

アスファルト 

売上高推移 

◎コスモ海運（株） 
◎坂出コスモ興産（株） 
◎コスモ陸運（株） 

その他　◎6社 
　　　　●4社 
　　　　□9社 

国内輸送 

財 務 情 報  

タンクローリーおよび内航タ
ンカーの大型化、積付率の向
上により、物流システムの効
率化と同時に省エネルギー化
も進めています。陸上配送では、
単独荷卸、夜間配送でさらな
る効率化、省エネルギー化に
取り組んでいます。 

事業領域の拡大 
電力供給事業 

四日市製油所では、残渣油を利用した電力供給（IPP）事業
を行っています。この、「四日市霞発電所」の発電能力は
20万ｋWで、2003年7月から運転を開始しました。ここで
発電した電力は、中部電力（株）に販売しています。 

エネルギーサービスビジネス 

病院・工場などのエネルギーを、利用するその場所で発電し、
安価な電力を供給する分散型電源システム事業に取り組ん
でいます。このシステムは発電時に発生する廃熱を利用し、
エネルギー利用効率アップとCO2削減にも役立っています。 

新燃料の開発 

LPG燃料電池の実証化や家庭用燃料電池の技術開発、再生可
能なバイオマス燃料やGTL燃料の利用技術の開発に取り組
んでいます。 

ALA事業 

□コスモ誠和アグリカルチャ（株） 

ALA（５－アミノレブリン酸）は、葉緑素や血液のもととなる
天然のスーパーアミノ酸で、コスモ石油が工業生産に成功、
ALAを配合した高機能性肥料「ペンタキープV」の販売を開
始しました。ALAは発毛促進効果も注目されています。 

◎コスモエンジニアリング（株） 
◎（株）コスモトレード 
  　　アンドサービス 
◎コスモビジネスサポート（株） 

その他　◎4社 
　　　　●15社 
　　　　○3社 
　　　　□3社 

◎コスモ石油ガス（株） 
◎コスモ石油ルブリカンツ（株） 
◎コスモ石油販売（株） 

その他　◎5社   ■1社 
　　　　●15社   □19社 
　　　　○1社 

販　売 

年２回、約5,000ヵ所のコス
モ石油SSにおいて、環境管理
の実態調査と改善を実施し、
着実な成果を挙げています。
また環境調和型SSの取り組み
として、37ヵ所のSSにソーラ
ーパネルを設置しました。 

経常利益・当期純利益推移 販売状況の推移 

潤滑油の製造 

石油製品の製造 

石油化学製品の製造 

◎コスモ石油 
　　ルブリカンツ（株） 
 

技術研究 その他の事業　工事・保険・リース、不動産売買および賃貸など 

◎（株）コスモ石油技術研究所 

◎コスモ松山石油（株） 
◎CMアロマ（株） 
■丸善石油化学（株） 

ざんさゆ 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（億円） 

（年度） （年度） （年度） 

21,546

26,706

19,650

24,954

2004 2005
0

200

400

600

800

2004 2005

（億円） 

137

264
417

632
756

1,196

465

618

単体 連結 単体 経 常 利 益： 連結 

単体 当期純利益： 連結 

2004 2005
その他　2,903 その他　2,909

重油 
10,301

重油 
10,217

灯油・軽油 
14,697

灯油・軽油 
15,527

ガソリン・ナフサ 
17,399

ガソリン・ナフサ 
17,660

計45,302（千kl・t） 計46,314（千kl・t） 
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近藤直正　常務取締役（CSR担当）

2006年4月の千葉製油所の事故、そして一連

の不祥事は、私たちの生産現場で起こりました

が、これまでお寄せいただいていた皆様の信頼

を失うという事態に直面し、これを真摯に反省

し、再発防止と信頼回復に向けてグループ社員

全員で取り組む所存です。

本問題の原因や背景を真剣に考え、これまでの安

全管理やコンプライアンス体制で足りなかった部

分の建て直しに着手しました。また、社内におい

て安全やコンプライアンスを最優先する価値観が

十分につちかわれていなかったとの反省に立ち、

意識改革に向けた取り組みを始めております。

具体的には、全製油所での対策を急ぎ、けん制や

モニタリング体制の強化に着手しました。また、

現場でより具体的な事象を検討・検証し、コンプ

ライアンスレベルの向上を図るために「製油所コ

ンプライアンス委員会」を設置いたしました。

また、コンプライアンス意識をより高い次元へ

と引き上げていくためには、さまざまな施策を

積み重ね、社員一人ひとりの理解を深めること

が不可欠です。その根本的なところ、個々人が

日常的な仕事に向かうスタンスや行動の中に、

次のような視点の浸透を図ってまいります。

・目の前の「利益」のために、コンプライアンス

を後回しにしていないか

・社会の常識とずれていないか

・風通しの良いコミュニケーションが取れてい

るか

・私たちを支えてくださる協力会社や特約店、行

政などのパートナーと良好な協力関係にあるか　

こうした取り組みのもと、さらに全社的な現状

把握を進め、体制面においてはqすべての業務

について、法令遵守のチェック体制に不備はな

いか、wけん制機能が働く体制になっているか、

という視点から継続的に改善を図り、健全で透

明なガバナンス体制を充実させ、皆様からの信

頼の回復をめざし、体制の建て直しと意識改革

の両面において、努めてまいります。

信頼回復への取り組みにあたって
～保安体制・コンプライアンス体制の建て直しと、意識改革に向けて～

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/index.htmlWEBはこちら

ガバナンス報告

信頼回復への
取り組みにあたって────── 9

コーポレートガバナンス ──── 10

連結中期経営計画と
CSRの推進 ───── 11

コンプライアンス／
リスクマネジメント ───── 12

不祥事の再発防止に向けて ─── 13

安全の取り組み ──────── 14

C O N T E N T S

CSR保安担当 常務取締役 近藤 直正



ガバナンスに対する考え方
「コスモ石油グループ経営理念」、およびこれを実現

していくための具体的指針としての「コスモ石油グ

ループ企業倫理規程（企業行動指針）」の土台の上に、

透明かつ効率的な経営と公正で迅速な業務執行、そ

してリスクマネジメントやコンプライアンスの徹底

を遂行し、経営目標の達成を実現するべく、コーポ

レートガバナンスを推進しています。

ガバナンス体制の改革
経営環境の変化に迅速に対応するため、2006年6月

より、経営の意思決定・管理監督機能と業務執行機能

の役割を明確に分離し、それぞれの機能強化を図る目

的で経営体制改革を行いました。具体的には、経営の

意思決定を早め責任を明確化するために、取締役の定

数減員と任期の短縮を図るとともに、取締役社長を業

務執行最高責任者とする執行役員制度を導入しまし

た。また、機動的な業務執行と全社的な情報共有を充

実するため、「執行役員連絡会」を経営執行会議の下

部組織として設置しました。
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ガバナンス報告

コーポレートガバナンス

誠実かつ透明な企業経営をめざし、

着実なコーポレートガバナンス体制の構築を図ります。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/corporate.htmlWEBはこちら

ガバナンス体制

内部統制システムに関する基本方針と体制
コスモ石油グループ社員が経営理念および企業行動

指針を実践し、職務を適正かつ効率的に執行するた

め、2006年5月に内部統制システムに関する基本

方針を定めました。

また、2006年6月、グループ全体の内部統制システ

ムの構築と評価を実施するため「内部統制推進委員

会」を設置し、内部統制体制を円滑かつ効果的に推進

する準備を進めています。

内部監査
監査室はグループ会社を含めた業務監査を実施してい

ます。また、コスモ石油グループの内部監査機能強化

のために主要なグループ会社に内部監査機能を設け、コ

スモ石油監査室との連携のもと、各社の業態に合った

自己管理型のモニタリング体制の整備を進めています。

今回の千葉製油所の事故および一連の不祥事を受け、

製油所において所内部門間および本社主管部署や他

製油所、監査室によるクロスチェックの仕組みを整

え、重畳的監査を実施することとしました。

内部統制システムの強化

監査役会 

評価・選考会議 

内部統制推進委員会 

内部統制推進プロジェクト室 

コスモ石油グループ企業倫理委員会 

コスモ石油グループ企業倫理推進室 

株　主　総　会 

会計監査人 

執行役員連絡会 

監査役の選任・解任 選任・解任 

会計監査 

取締役の 
選任・解任 

監査 

コーポレートコミュニケーション部 CSR・環境室 

監査室 

地球環境委員会 総合安全対策本部会議 人権委員会 リスクマネジメント委員会 

取締役会 

社　長 

経営執行会議 

コーポレートガバナンス推進体制図 

▼図1

CSR推進統括 

内部監査 

ガ
バ
ナ
ン
ス
報
告

環
境
報
告

社
会
性
報
告
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石油をめぐる社会の状況が大きく変化しています。

国内では、石油需要そのものが減少し、重油などの

黒油からガソリンなどの白油へ移行するなど需要構

造に変化が見られます。また、京都議定書発効を受

けて環境対策の重要性がますます高まっています。

さらに、海外ではエネルギー市場の拡大、石油需給

バランスのタイト化といった大きな構造転換期を迎

えました。このような状況を背景に、コスモ石油グ

ループでは、2005年度から新しい中期経営計画を

スタートさせました。

基本方針
計画は、“安定した経営基盤の確立”と“成長戦略へ

の転換”の二本柱をその基本方針としています。“ 安

定した経営基盤の確立”とは、これまでの合理化か

ら軸足を移し、安定的な事業基盤を確立するととも

に、事業環境変化リスクに耐えうる企業体質への転

換を図っていくことです。『CSR（社会的責任）推進

の強化』は、そのなかでも中心的なテーマであり、別

途「連結中期CSR計画」を策定しています。“成長

戦略への転換”とは、需要構造変化に対応するため

に、戦略的な設備投資による製油所の高度化により

競争力を強化するほか、石油開発や石油化学事業、

輸出の規模拡充による事業領域の拡大を図っていく

ことです。計画の最大の特徴は、戦略的投資と財務

体質の改善の両立を可能にした点にあり、計画の着

実な実施により持続的な成長をめざしています。

計画初年度となる2005年度には、経常利益では持

分法による投資利益、為替差益、受取配当金の増加

などにより、目標を達成しました。

「新・連結中期経営計画」

ガバナンス報告

連結中期経営計画とCSRの推進

安定した収益基盤の確立と社会的責任の推進に向けて、

「新・連結中期経営計画」に取り組んでいます。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/csr.htmlWEBはこちら

コスモ石油グループが企業体として経済的利益を得

て、かつ社会に対する務めをしっかり果たし社会

に貢献する。この2つをバランスよく追求すること

により、私たちの経営理念である『調和と共生』と

『未来価値の創造』を通した『持続的発展』が具現化

されていくと考えています。この考え方をグループ

全体で共有し、着実に実践していくため、2005年

度にスタートした連結中期経営計画に『CSR推進

の強化』を掲げ、具体的な計画として同年、同じく

3ヵ年の連結中期CSR計画をスタートさせました。

基本方針
社会とのかかわり方は、グループを構成する各会

社、各部門によりさまざまです。よって、連結中期

CSR計画では、各事業単位での取り組みを基本とし

ながら、グループ共通の5つの重点項目（①CSR意

識の浸透、②リスクマネジメントと内部監査機能の

強化、③安全管理の徹底、④環境取り組みの高度

化、⑤人権・人事施策の充実）を設定しています。

2005年度からこのようにCSR経営強化の方針を打

ち出し、取り組みを強化してきましたが、このたび

の事故・不祥事が発生してしまいました。この事実

を重大に受け止め、現在、問題点の洗い出しを行い、

安全管理・コンプライアンス体制、および企業文化

としてCSR意識が根付くための取り組みを中心に、

抜本的見直しを進めています。その結果は、次回の

報告書にてご報告させていただきます。

「連結中期ＣＳＲ計画」

●連結収益目標・指標 
●連結中期CSR計画 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/csr.html

関連情報 



企業行動指針 
http://www.cosmo-oil.co.jp/company/guideline.htmlWEB

情報管理規程、個人情報規程などの各種規程に則り、

業務上知りうるあらゆる情報を正しく取り扱い、適

切な管理に取り組んでいます。

コスモ石油では、2003年度から毎年、リスクの

洗い出し、整理、対策検討、実施、モニタリング

評価のサイクルを全社で実施しています。当初か

ら「規程の整備」「リスクの予防的措置の検討」「有

事における対応の検討」を取り組みの柱としてき

ました。2005年 7月にはリスクマネジメント委

員会を設置し、「有事における対応の検討」を重点

テーマとし、災害対応（特に大規模地震）の全社横

断的な事業継続計画を策定しました。

事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）と

は、2005年度、コスモ石油が策定した大規模災害

などにおける方針や体制のことです。首都直下型大

地震を想定し、可能な限り短時間で業務を再開でき

るよう、また、地域支援ができるよう体制の整備を

進めています。

主要関係会社においては、2006年度からコスモ石油

と同様のBCPを策定する準備を進めています。

Cosmo Oil Group Sustainability Report 2006 12

コスモ石油グループ企業倫理委員会
経営理念や企業行動指針の浸透とコンプライアンス

の推進を図るため、取締役会の直下に社長を委員

長とする「企業倫理委員会」を、さらに下部組織と

して「企業倫理推進室」を設置しています。

コスモ石油グループ企業行動指針
コスモ石油グループの役員および社員、そして雇

員や派遣契約・パートタイム契約者が守らなくては

ならない行動の指針をまとめたものです。

企業倫理推進責任者の設置
業務執行の現場において企業倫理、コンプライア

ンスの推進を図るため、コスモ石油では部室長お

よび事業所長を、関係会社では社長を企業倫理推

進責任者としています。

コスモ石油グループ企業倫理相談窓口
（ヘルプライン）の設置
2006年4月の「公益通報者保護法」施行に先立ち、

社内外の方々がグループ内の業務などに関する法令

や倫理上の問題を相談や通報できる窓口を設置して

います。相談者の不利益にならないよう匿名性を保

障し、外部専門家への窓口も設置しています。

意識の浸透
全社員を対象に、毎年すべての事業所でコンプライアンス

研修を実施し、浸透度のチェックのためのアンケート

を行っています。2005年度は、「企業行動指針」を

わかりやすく解説した啓発用の「コスモ石油グループ

企業行動指針テキストブック」を発行しました。

コンプライアンスの推進

コンプライアンス／リスクマネジメント

誠実かつ透明な企業経営とグループ全社員のモラル向上に向けて、

コンプライアンスの推進とリスクマネジメントの強化に努めます。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/compliance.htmlWEBはこちら

事業継続計画（BCP）

リスクマネジメント体制
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情報管理
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ガバナンス報告

企業倫理推進活動の強化
●製油所コンプライアンス委員会の設置

今回の事象を重く受け止め、製油所における

コンプライアンスの徹底を図るため、企業倫理

委員会の下部組織として各製油所にコンプライ

アンス委員会（委員長：製油所長）を設置し、企

業倫理委員会が常時これをサポートしチェック

します。

●製油所における倫理教育の再徹底

製油所長自らがコンプライアンスの徹底を訴え

続け、社員全員に企業倫理にかかわる教育を再

度徹底します。

●全社的モニタリング体制の見直し

従来から企業倫理やコンプライアンスの理解

と浸透状況について、アンケート調査を行って

おりましたが、再度現状把握を行い取り組みの

実効性を高めるために、全社的な調査・分析・

検証方法を見直します。

けん制・モニタリング機能の強化
●製造部門における生産ラインと

安全管理ラインの分離

保安管理部門の意見が運転管理や設備管理に

十分に反映される体制をさらに強化するため、

保安管理部門である安全環境室が製油所から独

立して機能を発揮できるように業務規程などを

改定します。また、これまでは保安担当役員と

生産部門担当役員は同一でしたが、これを分離

させて、保安担当役員、本社安全環境部、製油

所安全環境室のラインを明確にしました。

●製油所での工事業務フローの見直し

すべての工事に対して安全環境室が法令上の申

請・届け出の要否を事前に判断し、法令上必要な

手続きが完了して初めて着工できる業務フローを

再度整備し、これを徹底します。

●製油所から消防への通報の再徹底

事故などが発生した際、製油所では、消防へ通

報後本社に連絡します。社内連絡体制を従来の

1系統から2系統に増やし、さらに運用ルールを

詳細に定めることで、消防への通報を確実に行

う体制を強化します。

●重畳的内部監査体制の実施

製油所での内部監査のほかに、本社安全環境部、

技術部および他製油所の安全環境室、工務課が、

当該製油所の工事実績と法令手続きの実施状況

を定期的に照合検査します。加えて本社監査室

による監査を重畳的に実施します。

これら一連のモニタリングを通して、製油所に

おける業務運営の適正を確認し、あわせて製油

所運営の透明化を図ってまいります。

取締役会 

社長 

コスモ石油グループ 
企業倫理委員会 

各製油所コンプライアンス委員会 

コスモ石油グループ 
企業倫理推進室 

コンプライアンス体制図 

▼図2

社長諮問委員会 

内部統制推進プロジェクト室 

地球環境 
委員会 

総合安全対策 
本部会議 

人権委員会 

リスクマネジメント 
委員会 

内部統制推進委員会 

CSR推進統括 

コーポレートコミュニケーション部 
CSR・環境室 

内部監査 

監査室 

執行役員連絡会 

経営執行会議 

CSR経営を進めるにあたり、コンプライアンスを柱のひとつと位置付け、

仕組みを整えるとともに社員一人ひとりのモラル向上に努めてまいりましたが、

一連の不祥事を受けて、再度、不祥事が生まれない仕組みと風土づくりの重要さを認識しております。

現在、社内調査を進めている段階ですが、これまでに対応を開始、

あるいは実行を決定している具体的な施策は次のとおりです。

今後、社内調査の結果も踏まえて不十分であった点を洗い直し、必要な対応を実行するとともに、

次回の報告書にてご報告させていただきます。

不祥事の再発防止に向けて
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/compliance.htmlWEBはこちら



2005年度は連結中期安全計画の初年度であり、

グループ一体となった安全活動を進めてきました

が、2006年 4月に、千葉製油所にて爆発・火災

事故が発生しました。

この事故を受け、保安担当役員、社外の学識経験

者および関係機関の方々を含めた事故調査委員会

を設置しました。再発防止のため、6月には保安

担当役員を委員長とする「製油所安全管理体制再

構築検討委員会」を設置し、2004年度にコスモ

石油製油所で安全の確保およびその向上を図るた

めに導入した安全管理システムを検証し、必要な

発展的改善を行いました。

検討内容としては、「現状の安全管理システム全般

および運用管理等の検証」「検証結果に基づく改

善策の立案」「改善策に基づく安全管理体制の再

構築」です。また、システム面だけでなく、安全

に対する社員の意識向上のための啓発活動も積極

的に進めていきます。

Cosmo Oil Group Sustainability Report 2006 14

コスモ石油グループは、全社的な安全管理組織と

して保安担当役員を長とする総合安全対策本部を

設置し、安全管理活動に取り組んできました。

毎年、生産・物流・販売の各部門の安全目標を設定

し、さらに製油所などでは、これに基づき安全目標

を策定して取り組みを行っています。

製油所では、ISO14001の考え方を取り入れた安

全管理システムを構築し、2004年度より運用して

います。

物流部門では、運送業務の委託先に対し、安全査察

や荷卸作業点検などを通して事故防止の指導を行っ

ています。

販売部門では、SSの日常点検の徹底を基本に、研

修を実施しSSスタッフの啓発を行っています。

2005年度は、「基本に忠実な業務執行による安全レ

ベルの維持・徹底」を全社の安全目標に掲げ、活動

を行いました。また、安全操業・安全供給のレベル

向上を図るために、コスモ石油グループ全体で連結

中期安全計画を策定し、各部門での取り組み項目を

この計画に組み込んで活動しました。

本社が計画的に実施している安全査察については、

2005年度は製油所、油槽所など計6事業所の査察

を実施しました。

2005年度の安全管理体制

安全の取り組み

これまでの安全の取り組みをコスモ石油グループ全体で振り返り、

安全管理システムを再構築するとともに社員の安全意識啓発を進めていきます。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/safety.htmlWEBはこちら

今後の安全管理体制

2005年度の活動
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災害発生件数 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gov/safety.html関連情報 



環 境 報 告

環境の取り組み
「連結中期環境計画」─── 16

環境マネジメントシステム── 17

事業活動における環境負荷── 19

地球温暖化防止─────── 21

有害物質／廃棄物対応──── 23

土壌環境対応──────── 24

環境保全施策と
環境コミュニケーション── 25

C O N T E N T S



Cosmo Oil Group Sustainability Report 2006 16

環境報告

ずっと地球で暮らそう。

コスモ石油グループが一体となって取り組む「連結中期環境計画」の

2005年度の活動を中心に報告します。

連結中期環境計画 
（2005～2007年度） 環境負荷の削減 

 
未来価値の醸成 

 

地球温暖化防止への取り組み 

有害物質／廃棄物対応 

土壌環境対応 
環境コミュニケーション 

環境計画推進の 
ために 

環境マネジメントシステム 

連結中期環境計画 

環
境
負
荷
削
減 

未
来
価
値
醸
成 

テーマ 

地球温暖化 
防止 

有害物質／ 
廃棄物対応 

土壌環境 
対応 

環境保全 
施策 

環境コミュニ 
ケーション 

主な目標 

コスモ石油： 
製油所の省エネルギーと排出権取引の活用に 
よる、京都議定書第１約束期間（2008-2012） 
のエネルギー消費原単位1990年度比△15％ 
対象関係会社： 
各社目標を策定、推進 

コスモ石油： 
産業廃棄物最終処分率期間平均1％未満 

環境汚染物質／化学物質／産業廃棄物の 
管理徹底 

調査結果に応じた迅速な対策、 
外部影響の未然防止、施設管理･ 
運営管理の強化などの施策実施 

 
コスモ石油（2003年度比2007年度目標）： 
コピー用紙△16%、社有車燃料△18%、 
事務所電力△10% 
対象会社（2004年度比2007年度目標）： 
コピー用紙△14%、社有車燃料△12%、 
事務所電力△11%

＜グリーン購入＞ 
　物品のグリーン購入およびサプライヤーの 
　環境対応ボトムアップ 

社会全体および各ステークホルダーを対象とした 
情報発信と双方向コミュニケーションの推進 

＜環境貢献・協力活動＞ 

2005年度の主な実績 今後の課題 

コスモ石油：製油所省エネルギーにて 
2005年度目標△10.9%に対し 
△13.5％達成 
※2004年度、1,000千t-CO2の排出権 
取得契約締結済 
対象会社：目標策定が終了 

アスベスト対策の実施 
PCBの適正な管理の実施 

社有SSの計画的な調査と浄化対応 
を実施 
全SSを対象とした管理体制強化と 
啓発活動を実施 

コスモ石油： 
コピー用紙△9% 
社有車燃料△18% 
事務所電力△8%

対象会社: 
コピー用紙 1% 
社有車燃料△9% 
事務所電力△3%

グリーン購入基準にそって継続した 
取り組みを展開、同時にサプライヤーの 
選定作業を実施 

環境広告（ＣＭ・ラジオ）などの実施、 
ネットムービーの制作など 

コスモ石油エコカード基金活動、 
海外技術協力活動などの実施 

さらなる省エネルギーを図るべく 
追加策を検討し取り組む 

施策の継続と改善を図る 

適切な管理を継続して行う 

関係会社の事業用地についても 
同様の対応を実施していく 

中計目標達成に向け、先行事業所の 
事例共有化など取り組みを推進 

グリーン購入品の対象範囲の拡大 
サプライヤーのグリーンサプライヤー化 
 30社をめざす 
 

新たな課題として「エコ」カード会員など 
ステークホルダーとの対話に取り組む 

ＳＳや製油所などでの地域貢献の 
強化を図る 

環境保全施策 

● 
 
 
 

● 

● 

 

 

 

 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

 

● 

● 

● 

● 

 

 

 

 

● 

 

 

 

 

● 

● 

● 

最終処分率0.7％達成 

＜オフィスクリーン＞ 

取り組みテーマ 
 

取り組みテーマ 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

＊ △は削減を表す 

コスモ石油グループは、2005年度から3年間の連結中期環境計画を新たにスタートさせ、「環境負荷削減」と、地球

規模の持続可能な社会実現に向けた「未来価値醸成」の2つの切り口から取り組んでいます。

コスモ石油では2002年度から2004年度まで、単体の環境中期計画「ブーア21」を進めていましたが、2005年度

からは関係会社も含め、グループ一体となった環境経営をめざしています。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/index.htmlWEBはこちら

環境の取り組み「連結中期環境計画」
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コスモ石油グループでは、関係会社も含めた独自の

環境マネジメントシステムを構築しています。連結

中期環境計画は各事業部門の目標に落とし込まれ、

その活動実績がフィードバックされる仕組みです。

その核を担うのが、部門横断的な環境保全推進組織

となる「地球環境委員会」です。地球環境委員会で

は、計画と活動実績について審議を行い、この審議

の結果を経営執行会議へ報告することで、PDCAの

サイクルを効果的に回し、環境の取り組みが経営か

ら現場まで共有化できる仕組みを採っています。また、

現場の活動状況を把握するための「環境査察」を

行っています。さらに、現場での環境管理の徹底を

図るため、事業所ごとの環境マネジメント体制を構築

し、また社員の意識向上のための環境教育を行って

います（P.18参照）。

環境マネジメントシステムの運用では、単に実績を

確認するだけではなく、現場で適切に環境管理が行

われているかなどを確認し、問題があれば是正して

いくことが重要です。コスモ石油グループでは、地

球環境委員会のメンバーが現場に赴いて行う環境査

察を実施しています。対象は、製造部門、物流部門、

販売部門、事業開発部門で、原則一年に一回実施し

ています。製油所などの環境負荷の大きい事業所で

は、安全環境部担当役員が査察班長、他事業所環境

担当者がオブザーバーとして参加します。環境査察

の結果は、地球環境委員会を通して経営執行会議へ

報告されています。

環境報告

環境マネジメントシステム

コスモ石油グループは、独自の環境マネジメントシステムにより、

エネルギー企業の重要な責務である、環境対応を行っています。
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環境マネジメント体制

環境マネジメント体制図 

経営執行会議 

地球環境委員会 環境査察 

コスモ石油 関係会社 環境教育 

販売部門 
（環境管理ポイント） 

製造・物流部門 
（ISO14001） 

上程 

審議 審議 

▼図3

環境査察



環境会計の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/info/ev_accounting.htmlWEB

環境マネジメントシステムを機能させるためには、社

員に、コスモ石油グループが取り組む環境活動の背

景や意味を、正しく理解してもらうことが必要であ

ると考えています。コスモ石油グループでは、キャ

リアを積み重ねていく過程で、それぞれのステージ

ごとに受講する階層別研修の中で、環境教育の枠を

設けています。また、製油所では、生産現場で導入

しているISO研修を行っています。

コスモ石油グループでは、環境保全を効果的にする

ために、2000年度より環境会計の集計を開始し、

環境保全コスト、環境保全効果、経済効果を把握し

ています。

2005年度の環境保全コストは、費用額（製品の低

硫黄化に要する費用など）681億円、投資額25億

円となりました。環境保全効果は、JEPIX＊1の指標

値で9,795百万EIPとなり、前年度よりわずかに増

加しました。これは、原油処理量の増加や精製の高

度化（新規製品低硫黄化装置の本格稼動など）によ

り、環境負荷が増加したためと考えています。また、

経済効果は、コージェネレーション設備による省エ

ネ効果や研究開発の特許収入などにより26億円とな

りました。
＊1 JEPIX：日本のデータを基に開発された、種類の異なる環境負

荷を統合する手法。EIP（環境影響ポイント〈エコインパクトポ
イント〉）という指標値を用いる。
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事業所ごとの環境マネジメントシステム 環境教育

環境会計

グループ全体で横断的に行う独自の環境マネジメン

トシステムに加え、事業所ごとにも仕組みの導入を

進めています。

ISO14001～製造・物流部門において～
コスモ石油グループでは環境負荷の大きい事業所に

おいて、ISO14001認証取得を推進しています。こ

れまでに4製油所を含む全8事業所で認証を取得し

ました。この ISO14001に基づき、事業所単位の

PDCAの徹底を図り、継続的改善に努めています。

また、定期的に、審査登録機関による外部審査のほ

か、内部監査を実施しています。

環境管理ポイント（EMポイント）
～SSにおいて～
2003年4月より、コスモ石油グループのSS販売

促進プログラム「ＮＡＶＩ」の目標実現指標のひと

つとして、「漏洩対策管理」や「設備点検」、「産業廃

棄物対策管理」などに関して「SS環境管理ポイント

（ＥＭポイント）チェックシート」を用いて実態調査

を行い、ウィークポイントの改善に努めています。

ＥＭポイントの実態調査は年2回、全国約5,000ヵ

所のコスモ石油全SSを対象に行っており、回を重ね

るごとに、回収率、得点ともに改善しています。

今後もSSの施設安全管理の実態を把握し、管理の改

善を図っていきます。
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告



環境報告

事業活動における環境負荷

環境負荷の少ない製品をお届けするために、

お客様の使用段階を含めた石油のライフサイクル全般にわたる

環境負荷の低減に取り組んでいます。

それぞれの工程で環境負荷を把握するだけでなく、

継続的な改善を行っていきます。
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INPUT
OUTPUT

INPUT
OUTPUT

INPUT
OUTPUT

●エネルギー 

燃料…29,405TJ

●大気への排出 

CO2 …1,639千t-CO2 
SOx …22,602t 
NOx …3,626t

●大気への排出 

CO2 …986千t-CO2 
SOx …21,477t 
NOx …26,604t

●エネルギー 

燃料…14,428TJ

●原料 
原油…30,708千kl　その他…1,347千kl 

●エネルギー 
購入電力…3,002TJ（311,868千kWh） 
自家燃料…72,416TJ（1,868千kl-原油） 

●水 
工業用水…42,805千t　海水…365,170千t

●大気への排出 
CO2…5,086千t-CO2 
自 家 燃 料 分： 4,600千t-CO2 
購 入 電 力 分： 116千t-CO2 
水素製造工程分：371千t-CO2 
SOx…5,543 t　NOx…3,154 t 
●排水 
排水量…374,435千t（うち海水：365,170千t） 
COD…138 t　窒素…90 t　リン…2 t 

●産業廃棄物 
発生量…46,634 t　再資源化量…14,532 t 
最終処分量…380 t 
●PRTR対象物質 
排出量…90 t　移動量…15 t 
 

環境対策 環境対策 

環境対策 

○2005年度の製品生産実績に基づく推計です。 
○「原油生産」「原油輸送」「製品輸送・貯蔵（油槽所）」は、財団法人石油産業活性化センターの2000
年3月「石油製品油種別LCI作成と石油製品環境影響評価」に基づく推計です。 
○「精製（製油所）」「製品使用」の数値の計算方法および前提は、WEBをご参照ください。 
 

　エネルギー消費量は、エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）の規定にしたがって算
出しています。 
○「精製（製油所）」には、四日市霞発電所とコスモ松山石油株式会社のデータを含みます。 
○販売電力とは、千葉製油所、四日市霞発電所およびコスモ松山石油株式会社から外部供給した電
力のことです。「精製（製油所）」からのCO2排出量は、この販売電力分のCO2排出量を差し引いた
ものとなっています。逆に購入電力分のCO2は「精製（製油所）」に含んでいます。 

○設備建設に伴うCO2排出量は含みません。 
○「製品使用」のSOxは参考値です。製品の硫黄分から算出した潜在SOx量であり、お客様使用時の
脱硫による低減は考慮していませんので、実際のSOx排出量はこれより低い数値になります。 

○「製品使用」のCO2では、ほかに販売電力に起因するCO2を別集計しています。 
○ナフサは主に石油化学原料として使用され、直接的にはCO2、SOxを排出しませんが「製品使用」
のCO2、SOxは、ナフサを含めて計算しました。 

経年変化（CO2） 単位：千t-CO2

2003年度 5,053 
2004年度 4,990 
2005年度 5,086

経年変化（エネルギー使用量） 単位：TJ

2003年度 73,292 
2004年度 72,908 
2005年度 75,418

省エネ 
大気保全 
（ゼロフレアプロジェクト） 

油濁防止 
省エネ（共同配送による 
効率化、タンカーの大型化） 

省エネ 省資源／リサイクル 
産業廃棄物対策 化学物質管理 
大気保全 水質保全 
土壌環境保全 所内緑化 

原油生産 原油輸送 精製（製油所） 

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/info/ev_accounting.htmlWEB
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INPUT
OUTPUT OUTPUT

●大気への排出 

CO2 …229千t-CO2 
SOx …1,970t 
NOx …3,814t

●大気への排出 

CO2 …77,015千t-CO2 
（ほかに販売電力に起因するCO2が 
 761千t-CO2あります） 

SOx …160,298t

●製品生産量 
31,027千kl 

 
●回収硫黄 
257千t 
（副産物として） 

 
●販売電力 
1,102,338GWh 
（10,759TJ） 

 
●販売CO2 
144千t-CO2 
 

●エネルギー 

燃料…3,664TJ

環境対策 

環境対策 

オフィス 

環境対策 

研究所 

環境対策 

90.6%

原油生産1.9%

石油のライフサイクルに 
おけるCO2の排出比率 

総排出量 
84,955 
千t-CO2

精製6.0%

原油輸送1.2% 製品輸送0.3%

経年変化（CO2） 単位：千t-CO2

2003年度 75,171 
2004年度 73,452 
2005年度 77,015

■海上輸送（船舶） 
油濁防止 
省エネ（相互融通による効率化、 
内航タンカーの大型化） 
 

■陸上輸送 
省エネ（車型の大型化、積付率向上） 
 

■貯蔵（油槽所） 
省エネ 省資源 
化学物質管理 土壌環境保全 
油濁防止 

■サービスステーション 
省エネ 省資源／リサイクル 
産業廃棄物対策 化学物質管理 
大気保全 水質保全 
土壌環境保全 

省エネ 
省資源／リサイクル 
グリーン購入 

省エネ　省資源／リサイクル 
産業廃棄物対策　化学物質管理 
水質保全 

製品輸送・貯蔵（油槽所） 製品使用 製　品 

製品使用 

石油ライフサイクルインベトリー（LCI） 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/lca.html関連情報 



化石燃料を扱うコスモ石油グループにとって、地球

温暖化防止は重要なテーマです。特に、コスモ石油グ

ループのCO2総排出量の6割強を占める精製部門で

は、2010年度にエネルギー消費原単位を1990年

度比15％削減する自主目標を掲げ、省エネルギーに

取り組んでいます。物流では効率的な配送を行った

り、SSではソーラーパネルを導入したりすることに

より、省エネルギーを推進しています。このほかに

も、京都メカニズムを活用した効率的な地球温暖化

対策を進めていきます。

これら事業活動全般を通した取り組みに加え、企業

の枠を超えて地球温暖化防止をめざす環境貢献活動

にも力を入れています（P.28参照）。

製油所では、高効率機器の導入、運転管理の改善な

ど、省エネルギーの推進に努めています。

2005年度は、モーターのインバーター制御化、コン

プレッサーの容量調整自動化などの高効率化機器を

導入しました。また日常の装置運転においては、加

熱炉最適化運転、原油や半製品の精製に必要な蒸気

量およびタンク内の油の加温用蒸気量の管理強化に

より、燃料･蒸気の使用量削減を図りました。

こうした活動の結果、2005年度のエネルギー消費

原単位＊1は8.96kl-原油／千klであり、1990年度比

で、13.5%の原単位削減を達成しました。これは、石

油連盟自主行動計画の目標（2010年度までに1990

年度比10%削減）を上回る結果でした。

京都メカニズムに代表される排出権取引は、国際協力を

ベースに効率的・効果的に、地球環境問題である温暖化

現象に対応していく仕組みです。コスモ石油グループ

は温室効果ガス排出削減に向けて、京都議定書上有効な

CDM＊1、JI＊2などのプロジェクト起源のクレジット取得

をめざし、排出権仲介大手ナットソースが創設した民間

初の排出権購入スキームを活用して1,000千t-CO2の

排出権を取得する仕組みであるGG-CAP＊3に参加しま

した。

環境と調和した先進的なSSづくりの試みのひとつ

に、ソーラーパネル（太陽光発電システム）の設置

があります。現在は、合計37ヵ所のSSが太陽エネ

ルギーを利用しています。

環境報告

地球温暖化防止

事業の全ステージで省エネルギーを進め、

地球温暖化防止に取り組んでいます。
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取り組みの考え方

製油所における取り組み

京都メカニズム

＊1 エネルギー消費原単位：製油所の総エネルギー使用量を精製技術の
複雑度を考慮した原油換算処理量で割った値で、単位は、kl-原油／千
klで表します。総エネルギー使用量は、原油換算し、単位はkl-原油。

＊1 CDM（ Clean Development Mechanism）：先進国が、途上国
と協力して温室効果ガスの削減にあたる京都議定書で規定さ
れた措置。

＊2 JI（ Joint Implementation）：先進国、市場経済移行国が共同で温
室効果ガス削減にあたる、京都議定書で規定された措置。

＊3 GG-CAP：排出権取引の専門組織ナットソース社の子会社が運
用する排出権取得のためのスキーム。

詳細データ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/gl_warming.htmlWEB

4製油所のエネルギー消費量とCO2排出量 
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▼グラフ1

CO2排出量 エネルギー消費量 エネルギー消費原単位 

SSにおける取り組み



定期用船に占めるダブルハルタンカー比率の推移 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/gl_warming.htmlWEB
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コスモ石油グループでは早くから自主的な物流システ

ムの効率向上に努め、省エネルギーに取り組んでいま

す。2006年度からは省エネ法が改正され、荷主責任

が明確になりました。安全・安定輸送を基本に、今後

も継続して省エネルギーに努めていきます。

陸上輸送：タンクローリー
車型の大型化や高い積付率の維持で、一台あたりの

輸送量は1990年度比130％となりました。今後は

計画配送・単独荷卸を中心とした効率化を進め、さ

らなる省エネルギーに努めていきます。

内航海上輸送：内航タンカー
主に製品、半製品の事業所間転送に使用される内航

タンカーの運行は、製油所の稼動状況や気象条件な

どに左右されます。海上事故防止と環境配慮の両立

を目標に、船型の大型化や高い積付率の維持による省

エネルギーを図っています。
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物流における取り組み

平均積載量の推移 

タンクローリー（白油）積付率 

1990年度 ２００５年度 

内航タンカー積付率 

1990年度 平均船型 2,936kl 
積付率 93.1％ 

２００５年度 

平均車型 15.0kl 
積付率 94.3％ 

平均車型 19.47kl 
積付率 94.2％ 

平均船型 1,536kl 
積付率 90.0％ 

▼図4

C O L U M N

原油輸送における海洋環境への影響防止
バラスト水

原油タンカーは、日本など消費国から産油国ま

では空荷で航行するので、船体安定のためにバ

ラスト（おもり）として海水を積み込み、原油を

積む前に放出します。世界中の海水による産油

国沿岸水域での生態系の破壊や環境汚染を防ぐ

ため、産油国の規制や要望にしたがって、外洋

でバラスト水の放出を実施しています。

ダブルハル（二重殻構造）

コスモ石油グループでは、万一の事故にそなえ、

原油タンカーのうち長期用船している VLCC

（Very Large Crude Carrier）10隻については、

すべてにダブルハルタイプのタンカーを導入して

います。外壁とタンクの二重構造のため、船体破

損時にも内殻の原油タンクは破損しにくく、原油

の流出を防ぐことができる構造になっています。

SSにおける環境対応
炭化水素ベーパー回収装置の導入

タンクローリーからの荷卸時に排出する炭化水

素ベーパー（蒸気）の拡散を抑えるため、炭化水

素ベーパー回収装置の設置を進めています。

物流における海洋環境への影響防止

炭化水素ベーパー回収装置 

タンクローリー 

ガソリン 

ベーパー 
リターンホース 

通気管 

▼図5



製油所などでは、大気汚染防止法や水質汚濁防止法の

規制対象となる排ガスや排水を排出します。また、

PRTR制度などの対象となる化学物質も取り扱います。

コスモ石油グループは、適切な管理に努め、環境負

荷の低減を図っています。また、大型設備の導入や

大規模工事の実施の際には、環境影響の評価を実施

しています。

産業廃棄物については、自主目標を設定し、発生量

を抑制するとともに、余剰汚泥の削減および再資源

化の推進を行っています。

製油所の産業廃棄物削減　
製油所では、2005年度新たに、脱水・焼却により減量

化した汚泥のセメント原料化や廃プラスチック・木く

ずの固形燃料化などのリサイクルを進めました｡こうし

た活動の結果、2005年度の最終処分量は340トンと

なり、連結中期環境計画で設定した目標〈ゼロエミッ

ション：最終処分率1％未満〉をクリアする0.8％（4製

油所のみ）を達成しました。

環境報告

有害物質／廃棄物対応

有害物質の適正管理、産業廃棄物の削減と再資源化により、

環境負荷の低減に努めます。
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取り組みの考え方

産廃ゼロ化への挑戦

4製油所産業廃棄物量の推移 
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詳細データ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/response.htmlWEB

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/response.htmlWEBはこちら

余剰汚泥削減
排水処理施設から排出される余剰汚泥は、日本におい

て発生する産業廃棄物の中で最も多くの割合を占める

廃棄物であり、コスモ石油の製油所において全産業廃

棄物発生量の約56%を占めることから、その対策は非

常に重要です。これまで、製油所で発生する余剰汚泥

削減の削減技術について研究＊1を行い、千葉製油所お

よび坂出製油所で発生する余剰汚泥の大幅削減を達成

しました。＊1 (財)石油産業活性化センター補助事業として実施。

2005年度に、コスモ石油グループが所有または賃借し

ているSSや製油所などの建物を対象に、アスベストの

使用状況を調査しました。その結果、露出した吹き付け

アスベストを16ヵ所確認しました。この16ヵ所は

2006年度中に除去工事を実施します。また、吹き付け

以外のスレートなどの建材や製造設備にある保温材など

の一部に、アスベストが含有しています。これらは成型

品であり、通常の使用では、アスベスト粉じんの飛散は

ないと判断していますが、補修時に順次、非アスベスト

製品に交換します。その他、アスベスト含有製品の取り

扱いについては、法律に基づいた対策を進めます。

アスベストへの対応

4製油所産業廃棄物のフロー 

▼グラフ3

●大気・水質・化学物質の管理 
●有害物質対応 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/response.html

関連情報 

詳細データ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/response.htmlWEB

産
業
廃
棄
物 

発
生
量 

（t〈%〉） 

43,372 
〈100〉 

減量化量　　28,997〈66.9〉 

再資源化量　14,036〈32.3〉 

最終処分量　340〈0.8〉 
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C O L U M N

所有者や運営者の変更により、コスモ石油社有SS

を閉鎖する場合は、必ずSS敷地内の土壌調査を実

施しています。調査の結果、汚染が確認された場

合は、汚染土壌のリサイクル、微生物を活用した

環境修復などの適切な土壌改良を行っています。

閉鎖後のSSへの対応

土壌環境対応

土壌汚染の未然防止と、油分が漏洩した場合の迅速な対応と環境影響の最小化。

これら両方の視点から、土壌環境保全を進めています。

コスモ石油グループでは、連結中期環境計画の中で

「土壌環境対応」を重点テーマのひとつに位置付けて

います。2004年8月からコスモ石油安全環境部を主

管とし、効率的かつ計画的に取り組んでいます。特に

SSなどの土壌汚染による環境へのリスクを低減する

ために、未然防止措置や万一漏洩した場合の環境へ

の影響の最小化を図っています。

2002年度に系列全SSを対象にSS運営状況に対する

ヒアリング調査を実施しました。このヒアリング結

果に基づき、コスモ石油社有SSは、旧式設備（一重

殻タンクなど）を有するSSなど優先順位の高いSS

から計画的に土壌調査を行うとともに、特約店に対

して、必要に応じた指導を行っています。なお、

2005年度は約180件の土壌調査を行い、今後も年

間100～140件程度の土壌調査を実施する予定です。

2005年度はこれら土壌環境への対応は重要である

と考え、他事業所用地も含め、対策に約7億円を費

やしています。

取り組みの考え方

設備面での強化　
新設のSSには、油漏洩を防止する二重殻タンクや、

腐食しない樹脂配管など、漏洩リスクの極めて低い

機器・設備の導入を進めています。

既存SSについてもその特性にあわせ、配管材質の更新・

強化、電気防食の実施などの設備改善を行っています。

啓発活動
系列全SSの運営者を対象に、土壌環境保全の意識向

上を目的として、「SSリスクマネジメント研修」を

実施しています。このプログラムの中で、土壌汚染

事例の紹介や日常管理方法の再確認を行い、意識の

向上を図っています。また、環境管理ポイント調査

(P.18参照)により、管理状況を確認しています。

SS土壌汚染の早期発見および未然防止

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/soil.htmlWEBはこちら

社有SS　土壌調査取り組み件数の推移 
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2005年度はグループ全体での取り組みの初年度で

あったため、各社、各事業所にて目標を策定しました。

また、2005年10月には、日本政府が進めている

地球温暖化防止「チーム・マイナス6％」に参加し

ました。

グリーン購入
グリーン購入品目は、一般的に対象とされる事務用

品だけでなく、触媒や容器、建築資材にいたるまで

幅広く自主基準を設定。順次、品目の拡大や基準の

レベルアップを図っています。

サプライヤーのグリーン化
取引先にコスモ石油グループの環境経営にご賛同

いただき、また、取引先においても環境コンシャ

スな経営を採用していただけるよう、グリーンサ

プライヤーの自主基準を設け、啓発活動を行って

います。ほぼすべての取引先（約500社）にご協

力いただいています。

コスモ石油グループの環境経営において、「環境保全

施策＝実際の行動」と「環境コミュニケーション」

は両輪であると考えています。

事業内でできることはもとより事業の枠を超えた社

会での貢献活動・協力活動に取り組むことを、持続

可能な社会実現への一歩と考えます。

同時に、環境問題の改善をはじめ、持続可能な社会

づくりは、一人でも多くの方々とともに動いていく

ことが大切です。

私たちは、実際に行動するとともに、環境問題の現

実や、私たちの考え方・取り組みなどをさまざまな

機会を活用してお伝えする環境コミュニケーション

を通して、社会の皆様、そして社員の間にも環境意

識を広め、社会全体の環境保全活動が促進されるこ

とをめざしています。

コスモ石油グループでは日々、何気なくオフィスで

使う備品や照明といった資源やエネルギーの 3Ｒ

（Reduce・Reuse・Recycle )を、“オフィスクリー

ン活動”として、グループ全体で進めています。

環境報告

環境保全施策と環境コミュニケーション

企業の枠を超え、世界の方々とともに持続可能な社会をつくりたい。

そんな想いから、地道な活動を続けるとともに、環境啓発にも取り組んでいます。
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取り組みの考え方

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/communication.htmlWEBはこちら

社員全員で：「オフィスクリーン活動」

取引先とともに：「グリーン購入」

＊多くの関係会社での取り組みであったため、2004年度を基準としました。
＊△は削減を表す。

2005年度実績 中期計画（2007年度）目標

コピー用紙
削減

社有車
燃料削減

オフィス
電力削減

コスモ石油
03年度比

1％

△9％

△3％

関係会社＊

04年度比

△16％

△18％

△10％

△14％

△12％

△11％

△11％

△9％

△5％

連結＊

04年度比

△9％

△18％

△8％

コスモ石油
03年度比

関係会社＊

04年度比

オフィスクリーン活動の目標と実績 

▼表1

詳細データ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/
communication.html

WEB

本社内に設置されている紙のリサイクル分別ボックス



受け入れ・派遣研修実績 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/
communication.html

関連情報 

事業活動において深いかかわりのある中東産油国や、

今後の経済発展が期待される途上国の持続的な発展の

一助となることを願い、また、友好関係の維持・構築

を図るため、コスモ石油グループでは技術協力とと

もに、人材交流、文化交流を行っています。

人材交流
2005年度も（財）国際石油交流センター（ JCCP）

の資金援助を得て、中東を中心とした産油国から

計32回延べ156名の研修生を受け入れ、また、コ

スモ石油グループからも専門家として26回延べ

86名が海外へ派遣され、環境・省エネ・精製など

多岐にわたる分野での技術交流を行いました。

パプアニューギニア石油省職員受け入れ
コスモ石油は以前から環境貢献活動を通してパプア

ニューギニアとは友好関係にあることから、外務省

を通じて同国官吏の研修生受け入れの要請があり技術

交流が実現しました。研修生からはテーマである環境・

安全・衛生について学ぶ中で、日本の文化・習慣・

さまざまな制度など、幅広い知識の習得と体験がで

きたとの声が寄せられました。

カタール国営石油会社研修
「石油精製技術」をテーマに、コスモエンジニアリ

ング（株）、千葉製油所、堺製油所各関係者協力のも

と、カタール国営石油会社（Qatar Petroleum）より5

名を迎えて研修を行いました。

製油所ではエネルギー管理、収益改善検討、触媒管

理を中心に講義と現場での見学実習との両方を実施。

研修期間は技術者と研修生との活発な意見交換がな

されました。

中東湾岸諸国との技術交流
コスモ石油の原油輸入の8%強を占めるクウェート

とはこれまでも双方の協議に基づいて技術交流を継

続してきました。クウェートに3つある製油所のう

ち、ミナ・アブドゥーラ製油所を専門家4名が訪問

し、省エネ技術、環境技術、潤滑油管理をテーマに

技術交流を行いました。また、2006年度は日本で

の技術交流実施についても積極的に進めています。

一方、バーレーン国営石油会社のBAPCOとは2001

年に日本での研修を実施しましたが、その後同国の

情勢変化により一時的に交流は中断していました。

しかし2005年12月にはシトラにあるバーレーン唯

一の製油所を訪問し、技術交流を実施するとともに、

2006年度の交流について協議しました。クウェー

ト、バーレーンともに、今後とも友好的な技術交流

が期待されます。
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海外協力の取り組み

中央研究所にて研修を受ける海外からの研修生
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環境啓発活動の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/communication.html関連情報 

「コスモ アースコンシャス アクト」の詳細 
http://www.tfm.co.jp/earth/WEB

C O L U M N

これからの社会を担う子どもたちに、環境を守る

行動のできる人になってもらいたいとの願いをこ

めて、環境教育を中心に、ツールと機会提供の両

面から、次世代育成のお手伝いに取り組んでいま

す。その一例を紹介します。

ツールの提供
●小学生対象の「地球
環境ブック」の無料
配布

●大人と子どもがともに
学べるWEBサイト、
“コスモ子ども地球塾
「エコネッツ」”の展開

機会の提供
●自然体験から気づきを促し、アートを通し表現
する「子供のための自然アートワークショップ」
の開催

●全国の小学校の環境教育支援＊1

●“環境メッセンジャー”育成に向けた環境学校
の開催＊1

＊1 コスモ石油エコカード基金での活動です。

環境問題に対して一企業でできることには限界があ

ります。社会に暮らす一人ひとりが関心を持ち、協

力していくことが大切であるとの認識に立ち、環境

啓発活動に取り組んでいます。

広く社会に発信しています
●環境広告「地球にいいこと」篇、「PNG（パプアニ

ューギニア）からの感謝文」篇が日本経済新聞社第

54回日経広告賞環境広告部門で「優秀賞」を授賞

●インターネットムービー「野口健小笠原環境学校」（コ

スモ石油エコカード基金プロジェクト）を制作、発表

●環境文化誌「 TEREE（テール）」を発行

●地球環境保護を呼びかける「コスモ アースコンシャ

ス アクト」を展開（全国ＦＭ放送協議会加盟38局

と共同実施）

温暖化防止啓発に力を入れています
石油に最もかかわりの深い地球温暖化防止の啓発活

動に力を入れています。2005年度は早稲田大学と共

同でCO2吸収実験装置を開発。「愛・地球博」や「エコ

プロダクツ2005」、「日本未来科学館」などで装置の

展示と公開実験を実施しました。ほかにも、CO2吸収

証書を使ったコスモ・ザ・カード「エコ」会員向け

第４回 CO2フリーガソリン＆軽油キャンペーン

（2005年12月）などを行いました。

たくさんの方とともに取り組んでいます
「コスモ アースコンシャス アクト」の一環として

2001年から自然と親しみながら清掃活動を行う

「クリーン・キャンペーン」を実施しています。

2006年7月現在、全国208ヵ所で82,756名の方々

とともに、1,561,537リットルを超えるごみを回収

しました。今後の予定はこちらをご覧ください。

環境報告
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環境啓発の取り組み

次世代の育成に向けて

ＣＯ2吸収実験装置

「エコネッツ」 
http://www2.cosmo-oil.co.jp/econets/index.htmlWEB



コスモ石油エコカード基金の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/kankyo/eco/index.html関連情報 
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コスモ石油エコカード基金の取り組み

コスモ石油エコカード基金とは？
「地球のために何かをしたい」というコスモ・ザ・カード

「エコ」会員の方々からの寄付金と、コスモ石油グループ

からの寄付金をもとに、地球環境貢献活動を行って

います。

活動のコンセプト　
「ずっと地球で暮らそう。」を合言葉に、石油と最もかか

わりの深い環境問題「地球温暖化の防止」を中心に、

環境問題にも密接に関係している課題「貧困」「食糧難」

「開発」「生産/消費形態」「教育」など、本質的な問題

解決につながるアプローチを取ることをコンセプトに、

地球環境貢献活動を展開しています。そのため、基金

スタッフ自らが地域社会や政府の人たちと直接話し合

い、現地に精通するNGO/NPOなどのパートナーとと

もにプロジェクトをつくり上げています。同時に、環境

保全の輪を広げていくためには、プロジェクトを通し

て地球環境問題の実態をより多くの方々にお伝えする

ことが不可欠であると考え、啓発活動にも力を入れて

います。

●熱帯雨林保全プロジェクト

熱帯雨林保全の第一歩として、焼畑農業に替わる定地

での循環型農業普及を促進してきた同プロジェクト

も、2006年度で5年目に入りました。ソロモン諸島

では、荒地の開拓からスタートしたモデル研修農場

で、初めて約50名の研修生が6ヵ月間の研修を終え

て卒業。それぞれの出身地に戻り、循環型農業普及の

担い手として活躍されることが期待されます。

●南太平洋諸国支援プロジェクト

海面上昇の危機に直面するキリバス共和国で、海岸

線の浸食緩和を目的に、マングローブの植林を行い

ました。2004年度から同国の植生や種子の選定など

地域の人たちと準備を行い、2005年9月、ようやく

植林にこぎつけました。当日には現地の子どもたちや

住民、政府の人たち約360名が一体となりおよそ

4,800本の種子を植えました。これからもこの活動

を継続するとともに、気候変動による被害の実態を、

広く社会に伝えていきたいと思っています。

マングローブの植え方を教わる子どもたち

陸稲の苗を植える様子

今後CO2の排出 
急増や深刻な 
影響が予想される 
地域の支援 

次世代を担う 
若年層への環境
教育支援 

南太平洋諸国支援 

環境学校支援 

学校の環境教育支援 

植林のための苗木供給基地 

熱帯雨林保全 

シンレイ山脈　森林・生態系回復 

シルクロード緑化 

循環型農業支援 

地球温暖化 
問題 

被害国の緊急支
援と被害状況の
発信 

温暖化の根本的 
問題への取り組み 

森
林
破
壊 

海
面
上
昇 

プロジェクト概要図 

▼図7
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社会性報告

コスモ石油グループは、多くのステークホルダーの皆様に支えられています。

グループを取り巻くステークホルダー別に、2005年度の活動を報告します。

ステークホルダーとのかかわり

コスモ石油 
 グループ 

お客様 

国際社会 

産油国 

社員 

株主・ 
投資家 

地域社会 

国際社会

国際社会、特に発展途上国の持

続的成長に貢献できるよう、コ

スモ石油グループは事業内のみ

ならず事業外でも、地球温暖化

防止をはじめとする さまざまな

国際協力を進めています。

お客様

お客様の声を聞きながら、サービスレベルの向上

や安全の確保など、価値あるサービスの提供に努

めています。

産油国

深いつながりのあるビジネス

パートナーとして、原油売買の

みならず、産油国においてもコ

スモ石油グループの人材や技術

を活用し、環境保全や安全管理

の技術普及などに取り組んでい

ます。人材交流や文化交流活動

も行っています。
社員

企業活動の基本に人権尊重をすえ、働きやすく、自

己実現の場として魅力ある職場づくりに努めて

います。

株主・投資家

年4回の株主通信「C's MAIL」や、

アニュアルレポート、ファクト

ブックなどを発行するとともに、

ホームページでもタイムリーな

情報の開示を行っています。

地域社会

地域社会を構成する一員として、

清掃や地域イベントへの協力な

ど、草の根活動を行っています。

ココロも満タンに
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/index.htmlWEBはこちら
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詳細データ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/employee.html関連情報 

グローバルコンパクトへの取り組み 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gl_cp.htmlWEB

2005年度に「連結中期人権・人事計画」を策定し、

人権、多様性尊重／機会待遇均等、職場の衛生、福利

厚生、育成／能力開発、雇用保証／創出、の6項目を

推進するとともに、労働組合と協力した取り組みも

進めています。

この計画は基本的人権を尊重する人事施策を継続す

るとともに、多様性の尊重の精神に則り、「人」をキー

ワードに、より「明るく働きやすい職場」をめざし、

社員のモチベーション向上を図っていきます。

人権
2006年2月7日、国連グローバルコンパクトの支

持を表明しました。これは「人権」「労働」「環境」「腐

敗防止」などの国際的な諸問題の解決のために尊重

すべき普遍的な10原則をまとめたものです。

人権啓発研修では、関係会社を含めたトップ層研修

のテーマを「CSRと人権」としたほか、事業所研修

などの受講者も大幅に増加しました。また、グルー

プ推進組織に担当者を置き推進体制を強化しました。

多様性尊重／機会待遇均等
女性が活躍できる職場の拡大をめざして、製油所に

技術系総合職2名、石油営業に新入社員3名を配属

するなど、公正な採用の継続に取り組んでいます。

また、障がい者雇用については、法定雇用率の1.8％

を超える1.9％となっています。障がいを持つ社員

がコスモ石油グループで支障なく安心して働けるよ

うに、社員の意識啓発や職場環境づくりなど、ノーマ

ライゼーションに力を入れています。

特定の職務に従事する社員を対象とした勤務地限定社

員制度を制定しました。これは勤務地を限定すること

で社員の生活基盤の安定化を図り、社員が抱える育

児、教育、介護などの問題を緩和することでより働き

やすい職場環境を整えることを目的としています。

職場の衛生
メンタルヘルスケアの一環として、2005年10月に

PC環境のある社員約3,000名を対象にしたストレ

スチェックを実施しました。

また、コスモ石油グループの社員および出向者を対

象とした定期健康診断の受診率はほぼ100％を達成

しているほか、産業医による健康指導や、健康保険

組合とのタイアップによる「ハロー健康相談24」な

どの ケア活動を行っています。

さらに、超過勤務者の健康障がいを防止するため、

医師による健康診断と指導を、「労働時間適正管理検

討会」のもとで継続して実施しています。

社会性報告

社員とのかかわり

企業は社員一人ひとりに支えられています。

社員が業務を通して社会的責任を自覚し、

十分に力を発揮できる職場環境づくりに努めます。
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http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/employee.htmlWEBはこちら

「連結中期人権・人事計画」

コスモ石油

障がい者雇用人数

（内、重度障がい者人数）

障がい者雇用率＊

法定不足人数

42名

19名

1.8％

0名

43名

2005年6月1日 2006年6月1日

21名

1.9％

0名

組合員
管理職
その他＊

小　計
組合員
管理職
その他＊

小　計

関係会社

合　計

男性
1,222
312
13

1,547
1,160
424
19

1,603
3,150

女性
169
2
0

171
119
1
0

120
291

合計
1,391
314
13

1,718
1,279
425
19

1,723
3,441

社員数 
（名） 2006年3月31日現在 

▼表2

障がい者雇用（2006年6月厚生労働省届値） 

▼表3

＊出向受入者・労働組合専従 ＊法定雇用率1.8％（小数点第2位以下は四捨五入）



福利厚生
2003年に成立した「次世代育成支援対策推進法」

に対応して、子育てと仕事に関する雇用環境の整備

などを記載した「一般事業主行動計画書」を、2005

年4月に厚生労働省に提出しました。特に、男性社

員の育児休職1名以上と、女性社員の育児休職取得

率70％の達成を重点項目としています。

また、保育所が見つからない、配偶者が病気である

などの場合に育児休職期間を1歳から1歳半に延長

し、休職後の現職復帰も保証しています。さらに、

妻が出産時の男性社員の出産休暇を3日から5日に

延長し、法律の規定以上としました。

余暇活動支援では夏季休暇取得促進キャンペーンを

実施し、有給休暇の取得率は約7割となっています。

育成／能力開発
各部署や関係会社が行う公募に上司を通さず直接応

募でき、募集者と応募者の意向が合えば成立する

「社内公募制」を2000年度から実施し、2005年度

は12部署で応募があり、6名が成立しました。

教育制度においては、階層別研修にて従来の能力開発

的研修にCSR研修を追加し、環境、人権啓発、企業倫理

（コンプライアンス）の各研修を必須としています。

さらに、能力開発の一環として社員の通信教育受講

や社外講習会参加への月額支援の対象を広げるなど

を行い、受講者数が増加しました。
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雇用保証／創出
「改正高年齢者雇用安定法」の施行を受けて、2006

年4月1日より「再雇用制度」を実施しました。コ

スモ石油グループ内でも再び就職できるように、従

来の再就職支援施策を充実したものです。

また、再就職支援として、55歳時の定年前研修「生

活設計研修＝ライフデザイン研修」に加えて、定年退

職後に再就職を希望する社員が履歴書の書き方や面接

での対応方法などを習得する「実務研修＝セカンド

キャリア研修」を実施しています。

労使
社員の身分や雇用などの労働条件に影響が生じる場

合は、労使双方が事前協議を行うことを「労働協約」

に明記し、経営トップ層と労働組合とが定期的な協

議会や各種委員会を、本社、各事業所において必要

に応じて開催しています。また、労使にて過重労働

による健康障がい防止、時短推進などを目的とする

「労働時間適正管理検討会」を設置し、「36協定」の

遵守や休暇取得などを推進しています。

C O L U M N

アスベスト健康診断について

コスモ石油では、アスベスト製品は製造してお

りませんが製油所などにおいてアスベストを含

有した保温材などを使用していることから、社

員については、2005年度から胸部X線撮影を直

接撮影に統一し、問診時にアスベストに関する

健康不安がある場合には医師に相談するように

指導しています。

また退職者についても臨時健康診断の案内を行

い希望者に対し健康診断を実施するなど、アスベ

ストによる健康被害の早期発見に努めています。

産前産後休暇取得人数

＊1 2005年度に休職を申請した人数。（ ）内は2005年度中に休職
を取得した人数。

＊2 2004年度のデータの一部に誤りがあったため、修正データを掲載
しています。

2004年度 2005年度

女性 男性女性 男性

6名 0名8名 0名

育児休職取得人数＊1 8名（11名） 0名6名（12名） 0名

復職支援ツール受講者数＊2 3名 0名4名 0名

育児休職取得率 100％ ＿88％ ＿
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産前産後休暇・育児休職取得人数、復職支援ツール受講者数 

▼表4



お問い合わせ 
http://www.cosmo-oil.co.jp/contact/index.htmlWEB

0120-530-372

●コスモ・ザ・カード 
●セルフSS 
●Auto B-cleネットワーク 
●PP（プライバシー・ポリシー）ポイント 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/
customer.html

関連情報 

カスタマーセンターの取り組み
2000年10月から、お客様との双方向コミュニケー

ションを図ることを目的に、「コスモカスタマーセンター」

を開設しました。2005年度は、フリーダイヤルとＥ

メールによって、約3,800件のお客様の声が寄せられ

ました。その声の収集、分類、分析を行って、｢正確・

迅速・丁寧｣に応えるとともに、お客様の声をいち早く

関連部署に伝え、サービス改善・業務改善に確実に反

映し、お客様満足のさらなる向上に努めています。

製品の信頼確保とその推進体制
安全性確保や環境負荷低減はもちろんのこと、使用

実感などお客様ニーズや社会ニーズに応える製品を

提供するため、コスモ石油グループでは「企業行動

指針第1章（消費者・ユーザーとの関係）」の中で品

質に関する指針を定め、高品質の製品開発に向けた

研究を行っています。また、品質保証推進・計画・

その他品質関連事項の決定機関として品質保証委員

会、機能的かつ迅速に品質保証を実施するための委

員会下部組織として品質保証連絡会および品質保証

ミーティングを本社に設置し、部門横断的な品質保

証体制を敷いて製品の品質向上そして信頼確保に

日々努めています。

また、製油所においては、主要製品について品質マ

ネジメントシステムの国際規格 ISO9001の認証を

取得しています。今後は、製造時の安全性確保も

「品質」として視野に入れ、品質の向上に努めてい

きます。

SSサービス診断
私たちのSSでは4つの基本ルールとして、「親しみ

やすさ」「清潔さ」「高品質」「安心感」を遵守目標と

しています。これらが高いレベルで実現されている

か否かをチェックするため、2005年度は年6回、

お客様の目線でのモニター調査を実施しました。調

査結果は素早く分析・フィードバックされ、各SSの

改善に活用されます。

災害対策
ガソリンなどの危険物を取り扱うSSは厳格な消防法

に基づき建設されています。

万一地震が発生した場合には、SSの全設備を再点検

し、地域の皆様に安全にエネルギーを供給できるよ

うに努めています。特に震度5以上の被災SSには、

油漏洩につながる可能性が大きい地下タンク配管設

備の自主検査をはじめ、加圧検査を実施して安全確

保を図っています。

災害の「未然防止」と万一の発生時に被害を最小限

に食い止める「緊急時対応」の両側面から安全対策

に取り組んでいます。

社会性報告

お客様とのかかわり

お客様一人ひとりの「ココロも満タンに」を合言葉に、

安心安全なサービスの提供に努めます。
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お客様の「ココロも満タン」に向けて

SSサービス診断調査結果実績推移 

▼グラフ5

5月 7月 9月 11月 1月 3月 

全体 
フル：フルサービス、 セルフ：セルフサービス 
セルフピュア：ローコスト運営のセルフサービス 

フル セルフ セルフピュア 100 

95 

90 

85 

80 

75

（ポイント） （2005年5月～2006年3月） 

92.4

92.5

83.3

79.7

91.1

90.7

82.0

78.5

89.8

89.6

81.4

78.0

89.7

89.6

80.7

76.6

89.8

88.6

80.3

75.9

90.2pt
89.3pt

81.3pt

77.0pt

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/customer.htmlWEBはこちら



投資家情報 
http://www.cosmo-oil.co.jp/ir/index.html関連情報 
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株主と投資家とのかかわり

株主・投資家の皆様への適時、適切な情報公開に努め、

より良い企業経営をめざします。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/ir.htmlWEBはこちら

2006年3月末時点での発行済株式の保有割合は、

金融機関（信託口を含む）・証券会社による保有が

49.8%、個人・その他による保有が19.4%、外国人

が18.1%、国内法人が12.5%となっており、さまざま

な株主による保有状況となっています。それぞれの株主

や投資家のニーズに応じたメディアや機会、ツールを

活用したIR活動を実施し、コスモ石油の概要や事業

戦略をご理解いただけるよう努力しています。

株主、投資家の皆様が企業への投資判断をするにあ

たり、経済的な視点のみならず、環境面や、社会的

責任を果たしているかを投資基準に加えた社会的責

任投資が注目されています。コスモ石油は2003年

3月から「FTSE4 Good Global Index」、2003年7月

から「モーニングスター社会的責任投資評価指数」

に組み込まれているほか、複数のSRIファンド＊1に

も組み込まれています。
＊1 SRI（Social Responsible Investment）ファンド：企業の社会的責
任（社会的な公平さや倫理、環境への配慮、消費者・従業員・地
域社会に対する責任）を果たしている企業に投資するファンド。

コスモ石油株の保有状況

SRI情報

IR活動の基本方針
株主、投資家の皆様に対して、コスモ石油グループ

の経営理念や経営方針、財務状況や事業戦略を適時、

適切に開示することによりコスモ石油グループへの

理解を深めていただき長期的な信頼関係を築くこと

を基本方針としています。

コスモ石油への理解を深めていただくために
アニュアルレポート（年1回）や株主通信（年4回）

を定期的に発行するほか、ホームページを充実させ

ています。ホームページでは決算説明会の模様を動

画で配信するとともに、配布資料もすべて掲載。特

に個人投資家様向けのサイトの充実など、幅広い層

の投資家の皆様に理解を深めていただくことをめざ

しています。こうした取り組みよって、IR支援会社

など外部機関が実施する IRサイト調査においても、

継続的に高い評価をいただいています。

また、株主通信「C's MAIL」では毎年株主アンケート

を実施し、株主の皆様のご意見を経営陣にフィード

バックし経営施策や紙面づくりに反映させています。

コミュニケーション

アニュアルレポート

株主通信
「C's MAIL」

ホームページ

個人・その他 
130,687（19.4％） 

＊「株式数」および「保有割合」は単元未満株主も考慮しています。 

外国人 
122,179（18.1％） 

国内法人 
84,104（12.5％） 

コスモ石油株の保有状況 

▼グラフ6

（単位：千株） 
2006年3月31日現在 

金融機関・証券会社 
（信託口を含む） 

334,733（49.8％） 

総数 
671,705,087株 
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コスモ石油グループでは、海外の事業所にてチャリ

ティー活動や環境保全活動など、地域に密着した貢献

活動を行うことにより、現地の方々との交流を図って

います。

活動事例
英国コスモ石油（株）では、ST .EL I ZABETH 'S

CENTERへの寄付を毎年行っています。同センター

は100年以上前に設立された、てんかんや自閉症な

ど特別な保護を必要とする人たちの特別養護施設で

す。2005年度の寄付金は、施設に併設された学校

で、若者の教育に役立てられました。

一方、アブダビ石油（株）では、地域社会の環境保全

に力を入れています。1983年から無人島にマング

ローブの植林を開始。緑豊かな島へと変貌を遂げま

した。また、ミサゴ（海鷹）の保護活動や人工漁礁の

設置などを通じて、地域の環境保全に努めています。

国際社会／産油国とのかかわり

国際社会の一員として、事業の枠を超えて、

途上国や産油国との人材・文化・技術交流を行っています。

文化交流

コスモ石油は、海外技術協力センターを通じて、

（財）国際石油交流センター（JCCP）の研修事業制度

などを活用し、産油国および発展途上国との技術交

流を通して友好関係の維持発展に努めています。

活動事例
2005年度は、UAE、カタール、オマーンなど中東を

中心に中国、他アジア諸国18ヵ国、30機関（国営の

石油精製会社または石油関連研究開発機関）と技術

交流を行い、156名の海外からの研修生を日本に受

け入れるとともに、延べ86名の当社の専門家を派遣

し現地での研修を実施しました。研修テーマは精製技

術や販売管理など多岐にわたっていますが、最近で

は特に相手国側から環境技術や省エネ技術に関する研

修の要望が増えています。

また、研修事業に加えて日揮（株）、千代田化工建設（株）、

などのエンジニアリング会社と共同で、産油国にお

けるプラント建設助成や運転支援事業にも取り組んで

います。2006年8月に完成予定の、環境面に配慮し

たオマーン第2位の規模を誇るソハール製油所には、

2005年7月より支援事業を開始し、最新の残油流動

接触分解装置（Residue Fluid Catalystic Cracking）

の立ち上げなど、コスモ石油の技術に対し相手国側か

ら高い評価をいただいています。

産油国とのかかわり

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/international.htmlWEBはこちら

社会性報告

緑豊かな島（マングローブ植林後）

砂漠状態の無人島（マングローブ植林前）

受け入れ・派遣研修実績 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/env/communication.html関連情報 



社会貢献活動の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/contribute.html関連情報 

「パパとキッズのアートプログラム」の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/phil/report/artpg.htmlWEB

「コスモわくわく探検隊」の詳細 
http://www.cosmo-oil.co.jp/phil/report/2006/wakutan.htmlWEB
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社会貢献活動

地球と人間と社会との共生を基盤に持続的な発展に向けて、

「未来の社会をつくる子どもたちの啓発」、

「人間社会が存続するための基盤である地球環境の保全」、

「平和で心豊かな文化的社会の構築」をテーマに社会貢献活動に取り組んでいます。

http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/soc/contribute.htmlWEBはこちら

基本方針
●コスモ石油としてオリジナリティのある活動を行う

●社員が参加して活動する

●経営状況に左右されずに長期継続する

社会貢献活動コンセプト
●未来の社会をつくる子どもたちの啓発

●人間社会が存続するための基盤である地球環境

の保全

●平和で心豊かな文化的社会の構築

全社的に社会貢献活動への取り組みを開始した

1992年に基本方針を定め、1993年に初めての社

会貢献プログラムとして、交通遺児の小学生を対象

とした自然体験プログラム「コスモわくわく探検隊」

を開催し、社員ボランティアが中心となって運営に

携わりました。

以来、社員参加型の次世代育成プログラムを会社が

主体となって運営することによって、蓄積されたノ

ウハウを活かし、専門分野で先駆的に活動するNPO

とパートナーシップを築きながら、さまざまなプロ

グラムを展開しています。

新たなプログラムを拡充し、活動を継続することで

社内外の理解や認知が高まり社会貢献マインドの醸

成へとつながっています。

取り組みの考え方
●コスモわくわく探検隊

交通遺児の小学生を対象とした２泊３日の自然体験

プログラムです。

事前の研修で安全管理や子どもたちの心のケアにつ

いて研鑚を積んだ、全国のコスモ石油グループ社員

が中心となって実施します。

●パパとキッズのアートプログラム

父親の育児参加を応援することを目的に、父子参加

型の「パパとキッズのアートプログラム」を、地域

貢献の一環として全国のコスモ石油支店所在地にお

いて自治体（公共施設）の協力を得て展開しています。

「第14回　コスモわくわく探検隊」での集合写真

ファシリテーターのMAYA MAXXさんと参加した子どもたち

ガ
バ
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ス
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告
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告
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製油所での事故発生後、法令違反等が確認されたことは

内部の健全な倫理感やガバナンスが存在していることの証

拠で救われます。今回の反省として「コンプライアンス

の徹底と意識改革」を掲げられています。結論としては、

これしかないと思われますし、視点も明確に打ち出され

ています。とはいえ、どう具体的に実現するかは大きな

課題であり、「明るく働きやすい職場」作りと一体化する

ことが大きなポイントであると思われます。

ご認識されていますように、コンプライアンスの徹底は

縦のガバナンスになりがちです。また、同時にmorale

hazard＊の増大を招きかねません。「法律やルールを厳守

しているのだから安全だ」、という錯覚につながりかねな

いからです。サステナビリティレポート2005年版で、

「石油、IT等、巨大科学技術を真にコントロールできるの

は、人知を超えた大いなるものに対する畏敬の念です」と

書かせていただきました。意識改革が「畏敬の念」、「謙

虚」などの徳目として従業員、組織風土に根づくことが

重要で、それが企業の人的資本、組織資本として企業価

値を高めることになると考えます。

ガバナンス体制を2005年以来、抜本的に変更、強化さ

れてきております。企業倫理推進、CSR推進、内部統制

推進、内部監査はガバナンスを別々の切り口から見てい

ますが、企業価値という観点では区別できません。新会

社法や金融商品取引法対応はコンプライアンスという面で

は確実に対処する必要がありますが、ダブル・チェック

という明確な目的のあるものは別として、重複機能を排

除し、なおかつすべてを包含したガバナンス、すなわち

経営に洗練されていくであろうことを期待したい。また、

ボトムアップによるコミュニケーションがガバナンス報告

第三者意見書

第三者意見書

コスモ石油グループ　サステナビリティレポート2006を読んで
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http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/comment.htmlWEBはこちら

環境監査研究会代表幹事・
社会的責任投資フォーラム代表理事

後藤 敏彦

からは読みとれませんが、可視化されたら良いと思います。

連結中期環境計画は順調のようでたいへん結構ですが、

再生可能エネルギー等への取り組みが、今回掲載されな

かったのは残念です。技術開発と新エネルギー関係の定量

的目標はぜひ挑戦してほしいものです。

社会性の取り組みも頁数は多くないですが充実してきてい

ることが読みとれます。SRIのユニバースに取り上げられ

ているのは素晴らしいことですが、不断のパフォーマン

ス向上と開示を心掛けないとはずされてしまう危険がある

ことを付言しておきます。

全般的にさまざまな取り組みが抜本的に見直され着手され

だしたことが読み取れます。しかし、グローバルなトレ

ンドはステークホルダー･エンゲージメントに向かってい

ます。さまざまなステークホルダーとのエンゲージメント

を通して当社への期待を読み取り、それを本業のなかで

実現していくことこそ、CSRすなわち企業の社会的信頼

性の根本と考えます。そのためにも上述した徳目、組織

風土が重要になってくると思われます。

報告書の作り方では、ウェブの併用が随所にみられるの

は大きな改善でたいへん結構です。ただし、ウェブの整備

に少し時間がかかるようですが極力早めていただきたいと

思います。昨年まで付帯されていたデータ編についても、

ウェブに移されるのも良いと思いますが、情報量を増や

し、より見易いものになることを期待しています。

最後に、数値情報、すなわち可視化に努力されていること

がうかがわれます。コンプライアンスの浸透度など計測

しているものを含め、さらなる一層の数値化と開示を期待

します。

以上

＊morale hazard（士気ハザード）と、moral hazard（道徳ハザード）は違います。
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第三者審査報告書

第三者審査報告書
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/assurance.htmlWEBはこちら



ビジョンと
戦略

報告組織の
概要

統治構造と
マネジメント
システム

GRIガイド
ライン対照表

パフォーマンス
指標

1.

2.

3.

4.

5.

持続可能な発展への寄与に関する組織のビジョンと戦略に関する声明

報告書の主要要素を表す最高経営責任者（または同等の上級管理職）の声明

組織概要（社名、所在地、従業員数、ステークホルダーリスト等）

報告書の範囲（問い合わせ先、報告期間、報告内容の範囲等）

報告書の概要（GRIの規定を適用しない旨の記述､第三者保証付帯に関する
方針､追加情報報告書の入手方法等）

構造と統治（組織､経済､社会､環境リスクの管理プロセス
経済・社会・環境パフォーマンスの方針等）

ステークホルダーの参画
（ステークホルダーの定義、ステークホルダーとの協議の方法等）

統括的方針およびマネジメントシステム
（予防的アプローチ等の有無・方法、組織が支持している各種の提唱、
サプライチェーンマネジメント方針、経済･社会･環境パフォーマンスの
目標･計画､経済･社会･環境マネジメントシステムの認証状況等）

経済的パフォーマンス指標

環境パフォーマンス指標

社会的パフォーマンス指標

顧客

供給業者

従業員

投資家

公共部門

間接的な影響

原材料

エネルギー

水

生物多様性

放出物､排出物および廃棄物

供給業者

製品とサービス

法の遵守

輸送

その他全般

労働慣行と公正な労働条件
（雇用、労働、安全衛生、教育研修等）

人権（差別対策、組合結成等）

社会（地域社会、政治献金等）

製品責任（顧客の安全衛生、製品とサービス等）

4

3～4

7～8,30,31

1,40

1,37,38

10,11,17

1,26,30,32

33,34,35

11,12～13

14,16,17～18

22,25,31,33

39

8

－

－

－

－

－

19

19～20,21～22

19

22

19～20,21,23

－

20

－

19～20,22

18

31～32

12,31

30

12,33

GRIガイドライン対照表

GRIガイドライン対照表
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http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/06/gri.htmlWEBはこちら

冊子における「GRIサステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」との対比です。
WEBでの掲載項目をあわせた、より詳細なGRIガイドライン対照表は、WEBに掲載していますのでご参照ください。

掲 載 事 項 冊子版掲載ページ



コーポレートコミュニケーション部 CSR・環境室 

TEL　03-3798-3134　　FAX　03-3798-3103 

http://www.cosmo-oil.co.jp/

問い合わせ先 

発行時期：2006年12月 

皆様の声をお聞かせ下さい 
アンケートはホームページからも 
アクセスいただけます 
http://www.cosmo-oil.co.jp/sustainable/
06/survey/

WEB

図

掲載ページ

図1 コーポレートガバナンス推進体制図 p10

図2 コンプライアンス体制図 p13

図3 環境マネジメント体制図 p17

図4 平均積載量の推移 p22

図5 炭化水素ベーパー回収装置 p22

図6 二重殻タンク p24

図7 プロジェクト概要図 p28

グラフ

グラフ１ 4製油所のエネルギー消費量とCO2排出量 p21

グラフ2 4製油所産業廃棄物量の推移 p23

グラフ3 4製油所産業廃棄物のフロー p23

グラフ4 社有SS 土壌調査取り組み件数の推移 p24

グラフ5 SSサービス診断調査結果実績推移 p33

グラフ6 コスモ石油株の保有状況 p34

表

表１ オフィスクリーン活動の目標と実績 p25

表2 社員数 p31

表3 障がい者雇用 p31

表4 産前産後休暇・育児休職取得人数、復職支援ツール受講者数 p32

図・グラフ・表インデックス
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